
 事例 その他の収入源の確保 

財政基盤の強化、業務の効率化 

～愛知大学～ 

☆本事例の中心人物 

副学長（経営担当） 

大学からの出向職員 

 

事例内容 

【概要】 
愛知大学は平成14年7月、財政基盤の強
化、業務の効率化、知的資産の活用などを目
的に、100%出資の子会社「株式会社エー・ユ
ー・エス」(資本金1,000万円)を設立した。 
設立後4年を経ているが、毎年確実に利益
を上げ、その中から学校法人への寄付を行っ
ており、学校法人の財政基盤の強化と業務の
効率化等に貢献している。 

 
【背景と設立の経緯】 

同大学の前身「東亜同文書院」（後に大学）
は、明治34年中国上海に設置され、日本の
海外高等教育機関として最古の歴史を持つ。
中国・アジア重視の国際人を養成していたが、
昭和20年日本の敗戦により中国政府に接収
され廃止となった。昭和21 年、東亜同文書
院大学の教職員・学生たちが中心となり愛知
大学を設置、現在に至る。このような設立の
経緯もあり、同大学にはいわゆる“オーナー”
にあたる人物がいない。そのため運営方式は
トップダウンではなく、衆議方式のボトムア
ップで成り立っている。 
平成10年9月の中長期計画内で収益事業
への取組みが課題とされ、株式会社の設立を
巡って当時の学部長会議や評議会等で数度
の議論があったが、反対意見が多く平成 11
年半ばには議論が滞ってしまった。一方、平
成12年11月、大学の管理運営体制の見直し
が行われ、新たに置いた副学長制度の下、経
営・教学両面の更なる強化を進めることとな
った。平成13年5月、経営担当副学長をリ
ーダーとする基本構想プロジェクト委員会
から「経営・財務に関する基本構想」が提案 
され、学内の諸機関で検討の結果、ようやく 

 
収益事業の設立が承認された。 
その後、外部アドバイザーを交えて構想が
練られ、平成14年5月株式会社設立に向け
た答申がまとめられ、同年 7 月 100%出資の
子会社「株式会社エー・ユー・エス」が設立
された。代表取締役には経営担当副学長・常
務理事の堀彰三氏が就任。その他従業員は大
学出向者、保険会社出向者、派遣社員などで
構成されている。 

 
【取組み内容】 
1．会社の形態：株式会社 
2．会 社 名：株式会社エー･ユー･エス 
3．設立時期：平成14年7月5日 
4．資 本 金：1,000万円 
5．出資方法：愛知大学100%出資 
6．所 在 地：愛知県豊橋市 

(愛知大学豊橋校舎内) 
7．事業内容：(主なもの) 
①販売（自動販売機による飲料水、教育
用・事務用機器、什器備品、文房具等） 

 ②教材、書籍の印刷・出版並びに販売 
 ③労働者派遣事業法に基づく一般労働
者派遣事業 
④建物内外の清掃、警備、営繕、保守並
びに管理業務 
⑤損害保険代理業及び生命保険の募集
に関する業務 
⑥大学エクステンション事業に関する
委託業務 
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【結果】 
 平成14年7月の設立以来、業績は順調で、
学校法人への寄付も毎年行われている。もち
ろん経費削減効果や大学からの出向者負担
金、大学施設の借用料支払い等を考え合わせ
ると、寄付金額をはるかに上回る貢献がある。 
 

売 上  
経常 
利益 

寄付 
金額 決算期間 

(万円) (万円) (万円) 

平成14年7月～ 
14年9月 

1,100 26 0 

平成14年10月～ 
15年9月 

26,400 310 100 

平成15年10月～ 
16年9月 

109,100 2,060 1,400 

平成16年10月～ 
17年9月 

112,300 2,970 3,000 

平成17年10月～ 
18年9月 

105,300 2,340 4,000 

 
 

☆成功のポイント 

①経営担当副学長の強いリーダーシップがあ
ったこと。 
②学校法人が行う収益事業の方が税法上有利
であることは承知しているが、寄付行為に縛
られ自由に業種の展開を図ることができな
いことから、学校法人とは別個に営利法人を
設置して課税負担をしのぐ様々な効果を享
受することの方が好ましいという判断によ
り、営利法人（株式会社）の設置に踏み切る
戦略を取ったこと。 
③設立から4年。同社が明確な実績を積んだこ
とから学内の教職員の協力と理解を得たこ
と。また、副学長を始め学部長、事務局長が
子会社の役員を兼務することによって、学校
法人との協調体制が確立したこと。 
 
 
 
 
 
 

★今後の課題 

①現在、代表取締役を経営担当副学長が兼任し
ているが、将来的に後継者の不在が懸念され
ること。 
②同社の収入は愛知大学からの委託事業が中
心となっている。学校法人にとっては当初の
目的である経費削減や収入源の多様化に大
きく貢献しているものの、株式会社としての
将来性を考慮すると、学外にも活動範囲を拡
げていく必要があること。 
③設立後4年目ということもあって、今のとこ
ろ大学からの出向者が大学に戻る例がない
が、将来的に若い大学職員が出向した場合の
人材育成という観点での人事システムが必
要となる。 
 
 

○委員の所感 

愛知大学設立の株式会社エー・ユー・エスは
設立4年目で決して歴史がある会社ではないが、
他大学の同業他社の事例をよく研究して、効率
の良い運営に努め、確実に利益を上げ、学校法
人の経費削減や収入の多様化に大きく貢献し
ている好事例である。 
学校法人が子会社を設立する場合には、当然
のことだが、同業他社の事例を良く研究し、リ
ーダーシップのある経営者を据える必要があ
る。 
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